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研究要旨 

 地域拠点病院における包括的痛みセンターの意義と方向性について検討するために，現在そ

の中心となっている麻酔科（ペインクリニック）外来に紹介される院内外の患者の特徴につい

て調査した。外来に紹介されてくる多くの患者が身体的問題のみならず，心理社会的な問題を

抱えていることが判明し，これらの患者の痛み診療にあたるには，現行の麻酔科外来で行われ

ている神経ブロックなどの侵襲的治療や薬物療法では不十分な可能性が考えられた。地域にお

いて，非がん性の慢性疼痛に対する包括的痛みセンターの構築が急務で，多職種によるチーム

アプローチが必要不可欠で，医療者への啓発活動，患者への教育活動などの体制を継続的に行

っていく必要を実感した。 

 

Ａ．研究目的 

本邦では，地域においてもがん疼痛を専門

とした緩和ケアセンターの構築が進んでいる

一方，非がん性の慢性疼痛に対する専門のセ

ンターの構築は進んでいない。 

地域拠点病院として役割を果たしている獨

協医科大学病院における「包括的痛みセンタ

ー」の構築の必要性と方向性について検証す

る。 

 

Ｂ．研究方法 

地域拠点病院における包括的痛みセンター

の意義と可能性について検討するために，現

在その中心となっている麻酔科（ペインクリ

ニック）外来に紹介される院内外の患者の特

徴について質問紙表や電子カルテ等から調査

する。また，慢性疼痛に関する正確な情報提

供を目的とした動画（DVD等），パンフレット

等の資材を作成し，医療者への啓発活動およ 

 

び患者・家族への教育活動用を行う。 

（倫理面への配慮） 

包括的痛みセンター設置の必要性と課題を

検証するためには，紹介されてくる患者の特

徴や動向を詳細に調べる必要があり，個人情

報を厳重に管理，臨床研究や症例報告を行う

際には適宜，倫理委員会の承認および患者の

同意を得る予定である。 

 

Ｃ．研究結果 

現行の麻酔科（ペインクリニック）外来に

は，地域で痛み診療を行っている一般開業医

（整形外科医，麻酔科医，内科医，外科医，

皮膚科医等）から多くの包括的な痛み診療が

必要とされる患者が，院内外から紹介されて

いる実態が明らかになった。  

その内訳は，主に，1) 長期間にわったて痛

みが持続している患者，2) 通常の薬物治療に

抵抗する痛みが持続する患者，3) 合併症等に



より十分な痛みの治療が困難な患者，4) 不要

な薬物療法や医療処置が行われている患者，

5) 治療への満足度が低い患者，6) 痛みのた

めADLが著しく低下している患者，7) 痛みに

執着している患者などであった。 

また，医療者及び患者を対象とした慢性疼

痛の正確な情報提供のための動画を作成し，

現在，外来で活用中である。 

 

Ｄ．考察 

外来に紹介されてくる多くの患者が身体的

問題のみならず，心理社会的な問題を抱えて

いることが判明し，これらの患者の痛み診療

にあたるには，現行の麻酔科外来で行われて

いる神経ブロックなどの侵襲的治療や薬物療

法では不十分な可能性が考えられた。現に，

継続的に治療を施していても患者の満足が得

られない，ADL が向上しない，投与されてい

る薬を中止することができないなどの患者が

多くみられている。 

このような患者に対する対応では，従来の

神経ブロックや薬物療法などの麻酔科（ペイ

ンクリニック）的アプローチのみでは限界が

あり，運動療法，認知行動療法などによる治

療介入が必要なことが容易に推測される。そ

のために，難治性のがん疼痛を専門とする緩

和ケアセンターの設置と同様に，非がん性の

慢性疼痛を専門とする包括的痛みセンターの

設置が必要であることは明白である。 

そのため，現在，本院外来では痛みを専門

にした臨床心理士を採用し，積極的に心理的

アプローチによる介入を行い，必要に応じて

認知行動療法を行っているが，今後は理学療

法士や作業療法士，精神科医，整形外科医な

どの他の専門職種の介入も必要と考えられる。 

また，これらの試みに対して，慢性疼痛の

正確な情報を提供することを目的とした動画

の外来での活用は有用な手段であると考えて

いる。 

 

Ｅ．結論 

地域において，難治性のがん疼痛に対する

緩和ケアセンターの設置と同様に，非がん性

の慢性疼痛に対する包括的痛みセンターの構

築が必要であり，そのためには多職種による

チームアプローチが必要不可欠であると実感

した。また，医療者への啓発活動および患者

家族への教育活動の重要性も実感した。 

 

Ｆ．健康危険情報 

総括研究報告書にまとめて記載。 
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